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第１章 諸言 

 

近年，社会環境や大人の生活習慣の変化に伴い，子どもの食を巡る環境は激変し，朝食欠食

率の増加や家族揃って食事をとる頻度の減少などが問題視されている 1） 2） 3）。その結果，栄養の

偏りや生活リズムの乱れ等が生じ，子どもの心と身体に様々な健康問題があらわれている 4） 5）。子

どもの食環境の変化を背景とした食生活の乱れを解決していくために，子どもと生活を共にしてい

る保護者，中でも母親の食生活についての意識や生活習慣が重要と考えられる。保育園児の家

庭における食事の支度に，母親の 90％以上が関わっている 6) ことからも，母親の食事についての

意識や行動を変えていくことは，子どもの食生活をよくすることに繋がると期待される。その場合，

単回実施される食育だけではなく，継続した食育が必要と考えられる。食生活・食行動は，喫煙・

運動等の他の健康行動に比べて構成要素が多く複雑なため，その改善には支援が必要で時間

がかかる 7) 8) と考えられるからである。  

国民が生涯にわたって健全な心身を培い，豊かな人間性を育むための食育を推進するため，平

成 17 年に「食育基本法」9） が策定され，「子どもの食育における保護者，教育関係者の役割」，並

びに「家庭における食育の推進」が明記された。平成 18 年には「食育推進基本計画」10） が作られ，

「家庭・学校・保育所等における食育の推進」が明記された。このように，子どもの食育に対する保

護者や学校（幼稚園を含む），保育所等の関わりが重視されている。 

幼稚園教育要領（平成20年版）11） によると，幼児期における教育は，生涯にわたる人間形成の

基礎を培う重要なものであり，健康な心と体を育てるためには食育を通じた望ましい食習慣の形成

が大切であるとされている。保育所(園)における食育は，保育所保育指針（平成 20年版）12） におい

て，健康な生活の基本として「食を営む力」の育成が重要とされ，その基礎を培うことを目標として取

り組まれている。 

4 歳未満児を育てる保護者（2，305 世帯）を対象とした厚生労働省の「平成１７年度乳幼児栄養

調査結果」１3） によると，「子どもの食育の主体」について，「家庭での食事や生活を通して，子どもが

健康的な食習慣を身につけていくことができると思う」と回答した保護者は 77％であった。加えて，

子どもの食育のために，家庭とともに取り組みが必要な機関として，「保育所・幼稚園」が 86％と最も

多くあげられ，次いで「小・中学校」が 67％の順であった。さらに，愛知県の私立幼稚園児の母親

109名を対象に平成 20年に行われた「幼稚園児の食生活調査」14) では，「食育を行うべき場所は」

の質問に対して，母親の 92％の回答が「家庭」，4％が「保育園・幼稚園」，その他となっている。「食

育は今のままで十分か」の質問では，「今よりよくしたい」（41％），「今よりよくしたいが時間的に難し
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い」（32％），「今のままで十分」2％，「よくわからない」（11％），その他という回答であった。本調査結

果 14)から，多くの母親が就学前の幼児に対する食育の場所として家庭を重視するものの，実践する

ことに困難を感じていることが推察される。ベネッセ教育情報サイト教育ニュース 15）によると，平成20

年実施の食育に関する保護者 1，511 名を対象にした調査において，80％以上の保護者が「食育」

は大切だと感じていても，なかなか実践できないという回答が 80％以上と多く，「時間がない」，「知

識がない」，「お金がない」等が具体的な理由としてあげられている。 

平成 22 年度，札幌市の就学前 4～5 歳児の 68％は幼稚園に，26％は保育園に通園しており，

在家庭は残り 6％と少ないことが報告されている 16)。子どもに対する食育は家庭が主体となるべきと

いう意見が多い 13) 14) 15)が，母親は時間がない，知識がない，教え方がわからない等，実践面での不

安や困難を感じていることがうかがえる 15）。90％以上の就学前児童が通園する幼稚園・保育園は，

母親に接することのできる機会を有していると同時に，食育の実践を展開できる場として活用できる

可能性を有する。これらの園と連携して，母親に対する継続した食育を進めることで効果をあげるこ

とが期待されるが，そのような試みは十分に行われていないため，研究（実践）報告は多くない。 

本研究では，就学前の4～5歳児の望ましい食事や食習慣の形成を考えると，保護者の影響が 

大きいこと，保護者の多くは子どもの食育に関心を持ちながらも，知識や時間などの問題から，充

分に取り組める状況にないことから，4～5 歳児の多くが通園する幼稚園並びに保育園と協力して，

保護者に対する継続した食育を行うことが保護者の食意識と子どもと保護者の食行動を改善する

のに有効ではないかと考え，本研究の目的を以下の二つとした。第一の目的として，6 ヶ月間継続

する「食育教室」が母親の食意識と子どもと母親の食行動に及ぼす効果を明らかにする。第二の

目的は，幼稚園並びに保育園と協力して行う母親対象の食育教室の可能性を追求することであ

る。 
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                         第 2 章 実証研究 

 

2-1  実証研究 1 

「就学前の子どもを育てる母親に対する継続食育教室の効果」 

 

2-1-1  目的 

幼児期の食習慣は生涯にわたる人間形成の基礎であり，これに子どもと生活を共にする母親の

意識や生活習慣が大きく影響する。母親に対して食に関する正しい知識を提供することは，子ど

もの食事や食環境を改善することに繋がると期待できる。就学前の子どもと母親を対象に，継続し

た「食育教室」を行うことによる母親の関心の高まりと食行動改善の進展を検討するとともに，就学

前の子どもと母親の両者を支援する幼稚園・保育園と協同で継続食育教室に取り組める可能性

の検討を目的とする。 

 

2-1-2  方法 

幼稚園と保育園の保護者に対し「食育教室」参加と「アンケート調査」の協力を文書依頼し，協

力の得られた母親と子どもに対し「食育教室」は月１回程度計 6 ヶ月間，食育プログラムに沿って

「協力園」内で開催された。会場の幼稚園，保育園の教室，ホール等を借用し実施した。保育園

での実施時間については，保護者が日中就業していることから，平日の 17：30 から 60 分程度とし

た。幼稚園については，土曜日の 10：00 から 60 分程度とした。プログラムは 6 回分あらかじめ提

示をし，6 回とも参加してもらうこととした(資料 1，2, 3, 4)。 

 

2-1-2-1  対象 

札幌市内にあり，協力の得られた幼稚園と保育園（以下，「協力園」）を通し，4～5 歳児を持つ

母親に対し，「食育教室」参加と「アンケート調査」回答への協力依頼を文書で行い，協力が得ら

れた母親と子どもを対象とした。札幌市は北海道の中心都市であり，産業別従事者人口は，第 1

次産業人口（0.1％），第 2 次産業人口（14.0％），残りは第 3 次産業であり，第 3次産業従事者の

多い都市である 1）。 

「食育教室」参加と「アンケート調査」協力に文書で同意した母親が 29 名，「アンケート調査」の

みの協力に同意した母親が 47 名であった。食育教室参加グループを以下，食育Ｇとし，アンケー

ト調査のみのグループを対照グループとみなし，を以下，対照Ｇと表す。 
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1)食育Ｇ： 「協力園」で開催された食育教室に参加し，教室前後 2 回のアンケート調査回答した

母親は24名（完遂率83％）（幼稚園18名:75％と保育園6名：25％），平均年齢（歳）は37.4±4.3

（ＳＤ）であった。 

2)対照Ｇ： 食育Ｇの食育教室開催前後と同時期に2回のアンケート調査に協力した母親は38名

（完遂率 81％）（幼稚園 29 名:76％と保育園 9 名：24％），平均年齢(歳)は 37.7±3.9（ＳＤ）であっ

た。 

 

2-1-2-2 実施時期 

 2010 年 9 月から 2011 年 3 月に行った。 

1)食育Ｇ：「協力園」で開催された食育教室に参加し，教室前後 2 回のアンケート調査を実施し

た。 

2)対照Ｇ：食育Ｇの食育教室開催前後と同時期に 2回のアンケート調査を，園を通じて実視した。 

 

2-1-2-3 食育教室の持ち方  

1) 食育教室の内容： 月 1回 60分で 6 ヶ月間に計 6回，食育プログラムに沿って「協力園」内で

開催された。母親対象の食育プログラムは，子どもの健康な発達を食生活から支える内容を目指

し，1 回目を「健康づくりを理解しましょう」とし，その中で主食・主菜・副菜を揃えることや家族等と

一緒に楽しく食べることの大切さをとりあげた(表 2-1-1)。 2回目は「野菜をしっかりとリましょう」とし，

野菜を用意して，1 日の摂取目標量 350g を計量する体験をし，大きさ・量・重さを覚えること，その

うち 3分の 1は色の濃い野菜を食べることの意義や地産地消の大切さを，3回目は「栄養バランス

のとれた献立を理解しましょう」とし，朝・昼・夕三食必ず食べることや主食・主菜・副菜の揃った献

立が栄養バランスをとる基本になることを，4 回目は「子どもの食事の特徴を知りましょう」として，ゆ

っくりとよくかんで食べることや子どもに特に重要なたんぱく質やカルシウムを含む食品を，5 回目

は「朝食の役割を理解しましょう」として，夕食からの時間が長いことから朝食は身体が活動できる

状態になるために大切なことを，6 回目は「子どもの健康づくりを実践しましょう －栄養・休養・運

動から－」とし，食事と脳の関係，幼児期の運動と脳の発達，運動不足による子どもの発達障害や

食事・遊びと運動・睡眠からメリハリのある生活リズムをつくることの大切さを講話した（表 2-1-1)。

毎回，講話のための補足資料を用意し，自宅に持ち帰ってもらった。 子ども対象の食育教室（遊

び）では，楽しく食事・食べ物のことを学んでもらうため，「野菜のぬり絵」，「野菜のクイズ」，「食事

のパズル」，「食べ物なぞなぞ」等の遊びを通した食育並びに身長と体重，立ち幅跳び測定を毎
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回行い，子どもの身体に親子で関心を育てるように企図した。 

2) 食育の方法： 「食育教室」は「協力園」からの提案で，土曜日の午前中または決められた曜日

のお迎え時間帯 1 時間とした。母親が食育教室に参加している間に，子ども対象の食育教室（遊

び）を別室で行った。 

 

2-1-2-4 アンケート調査の内容と実施方法 

1) 「子どもと保護者の食事と生活習慣に関する調査」の内容： 調査用紙は，以下の 3 大項目か

ら構成された。 

(1) 食生活の状況： ①母親と子どもが朝食を食べる頻度を質問し，「毎日食べる」，「週に 5～6

回食べる」，「週に 3～4 回食べる」，「週に 1～2 回食べる」，「食べない」の 5 択から各々について

1つ選択させた。集計にあたっては，「週に1回以上6回まで食べる」を「時々食べる」にまとめる方

法も用いた。②子どもの孤食（共食）状況を，朝食，昼食，夕食について「誰と一緒に食事するか」

と質問した。「家族」と，「家族以外」と，「幼稚園・保育園」で，「ひとり」でから複数回答させた。「共

食」とは「ひとり」ではなく，家族を含めて「誰かと一緒に食事をしていること」とした。 

(2) 食生活に関連の深い事項に対する母親の関心度： 「ダイエット」，「骨粗しょう症」，「糖尿病」，

「食品の安全性」，「栄養のバランス」，「食品の栄養素」，「健康食品」，「地産地消」，「生活のリズ

ム」，「運動不足」，「体力の発達」，「運動能力の発達」の 12 項目について，回答を「とても関心が

ある」（5点），「やや関心がある」（4点），「ふつう」（3点），「あまり関心がない」（2点），「全く関心が

ない」（1 点）の 5 択から 1 つ選択させた。関心度の高い順に得点が高くなる配点とした。 

(3) 母親と子どもの食行動に気をつけている度合： 「食事はゆっくりとよくかんで食べる」，「朝・

昼・夕三食必ず食べる」，「栄養のバランスを考える」，「できるだけ多くの食品を食べる」，「ジュー

ス等を飲みすぎない」，「お菓子やスナック菓子を食べすぎない」，「塩からいものを食べすぎない」，

「牛乳や小魚を食べる」，「色の濃い野菜を多く食べる」，「好き嫌いをしない」，「一緒に楽しく食べ

る」，「ご飯とおかずをかわるがわる食べる」，「朝・昼・夕の食事のリズムを大切にする」，「食事のマ

ナーをまもる」，「一緒に食事を楽しく作る」の 15 項目について，気をつけている度合を，「いつも」

（5 点），「時々」（4 点），「どちらともいえない」（3 点），「あまりない」（2 点），「ない」（1 点）の 5 択か

ら 1 つを選ばせた。気をつけている頻度が高く，良好な食行動ほど高得点になる配点とした。 

2) 食育 G と対照 Gの母親に対するアンケート調査実施方法 

アンケート調査用紙は，両 G に同じ内容のものを用いた。食育 G 母親には，6 ヶ月間の食育教

室の開始時にあたる第 1回目の 9 月と最終回の 3 月の計 2 回実施した。食育教室開催時にアン
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ケート調査用紙を配布し，自宅で記入してもらい，「協力園」を通して回収した。対照Ｇ母親には，

食育G と同時期に「協力園」を通して配布と回収を行った。 

 

2-1-2-5 統計解析 

本研究食育Ｇと対照Ｇの「食に対する関心度得点」並びに「食行動に気をつけている度合得

点」の 1 回目調査（前値）と 2 回目調査（後値）の変化の検定は，対応のあるｔ検定で各Ｇの前値と

後値の比較解析を行った。また，対応のないｔ検定で各Ｇの前値または後値間の比較解析を行っ

た。両得点は間隔量であるが，等間隔に 5段階以上に分かれている場合の値は連続量として取り

扱えるという古谷野の見解 2)に従って，ｔ検定で統計解析した。また，対象者の回答の割合の変化

を，前値・後値でマクニマーの拡張検定 3）で解析した。食育Ｇと対照Ｇの回答分布の比較に，χ2

検定を用いた。結果は平均値±標準偏差（SD） または標準誤差（SEM）で表し，両側または片側

検定により，有意水準を 5％とした。片側検定は一方向性の仮説が明確な場合に用い，それ以外

は両側検定とした 4) 5)。統計ソフトはエクセル統計 Statcel2 6)を使用した。 

 

2-1-2-6 倫理的配慮 

本研究は，「天使大学における人間を対象とする研究倫理委員会」の審査と承認を経て実施さ

れた。（受付承認番号 2010-19） 

 

2-1-3  結果 

2-1-3-1 食生活の状況 

食育Ｇと対照 Gの母親が朝食をとる頻度とその変化を，人数の割合で図 2-1-1 に示した。食育

Ｇの母親の第１回目調査(前値)でみると，「毎日食べる」割合（人）は 96％（23 名），「週に 1～2 回

食べる」は 4％（1 名）であった。一方，対照 G の母親の前値でみると，「毎日食べる」は 77％（29

名），「週に 5～6 回食べる」は 8％（3 名），「週に 3～4 回食べる」は 5％（2 名），「週に 1～2 回食

べる」は 5％（2 名），「食べない」は 5％（2 名）であった。両 Gの母親が朝食をとる頻度の割合には，

χ2 検定で有意差はみられなかった。食育Ｇ母親の第 2 回目調査(後値)では，「毎日食べる」は

96％，「週に 3～4回食べる」は 4％であり，前後に有意な変化はみられなかった。対照Ｇ母親の後

値では，「毎日食べる」は 84％，「週に 5～6 回食べる」は 3％，「週に 3～4 回食べる」は 5％。「週

に 1～2 回食べる」は 3％，「食べない」は 5％であった。「毎日食べる」が前値の 77％から後値の

84％に増えたが，マクニマー拡張検定(前値 vs 後値)の結果，両Ｇとも有意性は認められなかっ
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た。食育 G と対照 Gの前値または後値間のχ2検定の結果，有意差は見られなかった。 

食育Gと対照Gの子どもが朝食を食べる頻度とその変化を，人数の割合で図2-1-2に示した。

食育Gでは前値，後値とも「毎日食べるが」100％であった。対照 Gでは「毎日食べる」が前値，後

値とも 97％であったが，後値では「週に 3～4回食べる」の回答がなくなり，代わって「週に 5～6回

食べる」回答が増えたが，統計的に有意な変化ではなかった。後値の両 G 子ども間の分布にマク

ニマー拡張検定(前値 vs 後値)の結果，両Gともに有意差はみられなかった。食育Gと対照Gの

前値または後値間のχ2検定の結果，有意差はみられなかった。 

食育Ｇの前値で，母子間の朝食を摂食する頻度の割合に有意差はみられなかった。一方，対

照Ｇ前値の母子間には有意差が認められ (p<0.05)，母親に比べて子どもの朝食摂食頻度は高

かった。後値の母子の朝食をとる頻度の割合には，両Gいずれにおいても有意差は認められなか

った。 

「子どもは朝食，昼食，夕食を誰と食べているか」の質問で明らかになった，子どもの共食(孤食)

状況とその変化を図 2-1-3 に示した。本研究対象者の子どもの朝食共食状況をみると，食育Ｇの

前値で，「家族」と一緒が 92％，「ひとり」は 8％であった。後値では，「家族」が 92％，「その他」が

4％で，「ひとり」が 4％であった。対照Ｇの前値では，「家族」と一緒が 90％，「その他」が 5％，「ひ

とり」は 5％で，「共食」は 95％であった。後値では「家族」が 92％，「ひとり」は 8％であった。 

昼食については，前値，後値ともに複数の回答が選択されたが，「家族」，「幼稚園・保育園」で，

「その他」との共食で，両 Gの子どもにおいて 100％の共食であった。 

夕食では，食育Ｇの前値，後値ともに「家族」が 100％で，「ひとり」はいなかった。対照Ｇの前値

は「家族」が 95％，「その他」5％で，後値は「家族」100％であり，「ひとり」はいなかった。 

本研究の食育Gと対照Gの子どもの共食状況について，朝食，昼食，夕食ごとに前値，後値の

回答分布をマクニマー拡張検定並びにχ2 検定で比較した結果，いずれにおいても有意な変化

は認められなかった。 

 

2-1-3-2 食生活における関心度の変化 

食生活に関連の深い 12 項目について，両 G の母親が示した関心の度合(関心度)得点とその

変化を表 2-1-2 に示した。関心度得点は，その事項に対して関心が高いほど高得点になるように

配点されている（得点は 5 点～1 点）。12 項目のいずれの前値では食育 G と対照 G に有意差は

認められなかった (対応のない t 検定)。 

前値の関心度得点をみると，食育Ｇで得点の高かった項目は，「栄養のバランス」が 4.5±
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0.1(平均得点±SEM)点，「食の安全性」が 4.4±0.1，「生活のリズム」が 4.3 ±0.2，「食品の栄養

素」，「地産地消」，「運動能力の発達」が 4.1±0.2 であった。一方，対照Ｇでは，「運動不足」が

4.4±0.1，「食の安全性」，「栄養のバランス」，「生活のリズム」が 4.3±0.1，「運動能力の発達」が

4.1±0.2，「体力の発達」が 4.0±0.2 であった。 

前値と後値の各得点を対応のあるｔ検定で解析した結果，食育Ｇでは「食の安全性」，「栄養の

バランス」，「食品の栄養素」，「地産地消」の 4 項目において，後値が前値より有意に高く（ｐ

<0.05），関心の高まりが認められた。一方，対照Ｇでは「運動不足」の項目で，後値平均得点が前

値より有意に低下（ｐ<0.01）し，関心度の低下が示された。 

食育Ｇ，対照Ｇ母親が 12 項目の質問に回答した前値と後値の各回答得点割合について，マク

ニマー拡張検定を行った。その結果，食育Ｇの前値と後値間で有意差がみられたのは，「食の安

全性」，「栄養のバランス」，「食品の栄養素」，「地産地消」の4項目であった。一方，対照Ｇの前値

と後値間に有意差がみられたのは，「運動不足」の 1項目であった。これらの 5項目について，各

Ｇの母親ごとに回答（関心度）の得点割合と変化を図示した（図 2-1-4）。 

食育Ｇでは，「とても関心がある」の割合が，「食の安全性」において前値50％から後値63％に，

「栄養のバランス」において前値 54％から後値 67％に，「食品の栄養素」において前値 37％から

後値 50％に増加した。「地産地消」においては，「やや関心がある」が前値 29％から後値 42％に

増加した。これら 4 項目で母親の関心度の割合に有意な改善がみられた（p<0.05）が，「運動不

足」においては変化がみられなかった。一方，対照Ｇでは「食の安全性」，「栄養のバランス」，「食

品の栄養素」，「地産地消」においては関心度の割合に変化はみられなかったが，「運動不足」に

おいては「とても関心がある」が前値 53％から後値 26％に低下し，関心度の割合が有意に低下し

た（p<0.01）。 

両 Gの前値並びに後値の各項目の平均得点並びに割合の変化を対応のないｔ検定で解析し

た結果，いずれの値にも有意差は認められなかった（表 2-1-2・図 2-1-4）。 

 

 2-1-3-3 母親と子どもの食行動で気をつけている度合の変化 

  食行動 15 項目を選び，母親が自分自身と子どもに日ごろ気をつけている度合を調査し，各食

行動について気をつけている度合得点(5 点～1点)を集計し，両 G母親の平均得点とその変化を

表 2-1-3 に示した。 

両Ｇの前値における気をつけている度合得点を 4.5（平均得点）点以上の高い順に並べると食

育Ｇで高得点の食行動項目は，「ジュースを飲みすぎない」，「一緒に楽しく食べる」，「朝・昼・夕
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三食必ず食べる」，「色の濃い野菜を多く食べる」，「栄養のバランスを考えて食べる」，「できるだけ

多くの食品を食べる」，「食事のマナーをまもる」，「塩辛いものを食べすぎない」，「好き嫌いをしな

い」，「朝・昼・夕食のリズムを大切にする」の 10 項目であった。一方，対照Ｇにおける高得点の食

行動は，「一緒に楽しく食べる」，「食事のマナーをまもる」，「朝・昼・夕三食必ず食べる」の 3 項目

であった。 

両Gの前値の各項目の平均得点を対応のないｔ検定で比較解析した結果，「ジュースを飲みす

ぎない」に気をつけている度合得点が，食育Ｇで4.9±0.1に対し，対照Gでは4.2±0.2で有意に

食育Ｇが高かった (p<0.01)。また，「一緒に楽しく食べる」に気をつけている度合得点は，食育Ｇ

が 4.9 ±0.1，対照Gが 4.6±0.1 で有意に食育Ｇが高かった (p<0.05)。その他の13項目につい

ては，両 G 間に有意差はみられなかった。両 G の後値の各項目の平均得点においても，有意差

はみられなかった。 

食育Ｇと対照 G の各前値について，対応のあるｔ検定で解析した結果，食育Ｇにおいて「食事

はゆっくりとよくかんで食べる」，「栄養のバランスを考えて食べる」，「食事のマナーをまもる」の3項

目で後値の得点が前値より高まり（p<0.05），改善がみられた。一方，対照Ｇでは後値の得点が前

値より高まった項目はなかった。全15項目の合計得点が食育G後値で有意に高まったのに対し，

対照 Gでは変化がみられなかった(表 2-1-3)。 

両食育Ｇと対照Ｇの食行動15項目の各前値と後値の回答分布について，マクニマー拡張検定

を行った結果，食育Ｇで「食事はゆっくりとよくかんで食べる」，「栄養のバランスを考えて食べる」，

「食事のマナーをまもる」に気をつけている度合割合に有意差がみられた(ｐ<0.05)（図 2-1-5）。食

育Ｇでは，「いつも気をつけている」割合が，「食事はゆっくりとよくかんで食べる」において前値

12％から後値17％に，「栄養のバランスを考えて食べる」で前値54％から後値75％に，「食事のマ

ナーをまもる」で前値 59％から後値 71％にそれぞれ増加した。一方，対照Ｇでは気をつけている

度合割合に有意差の認められた食行動はなかった。 

 

2-1-4  考察 

2-1-4-1  対象者の食生活の状況 

丸山らが，平成17-18年に札幌市の保育園に子どもを通園させている母親400名を対象に行っ

た調査研究（「乳幼児をもつ女性の食生活調査研究報告書 」(以下，丸山ら調査と省略)7)によると，

母親の朝食摂食状況は，「毎日食べる」が 71％，「時々食べる」が 16％，「食べない」が 13％であ

った。子ども 394 名のそれは，「毎日食べる」が 96％，「時々食べる」が 4％， 「ほとんど食べない」
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が 1％であり，子どもに比べて母親の朝食摂食頻度は低かった。本研究の食育Ｇ母親が朝食を

「毎日食べる」割合は 96％，「時々食べる」が 4％，対照Ｇ母親では「毎日食べる」が 77％，「時々

食べる」が18％， 「食べない」が5％であった（図2-1-1）。丸山ら調査 23)の母親の朝食摂食頻度と

比べると，食育Ｇ母親では「毎日食べる」割合が高い傾向にあり，対照G母親では違いがなかった。

本研究の食育Ｇ子どもの朝食摂食頻度は，「毎日食べる」が 100％，対照Ｇ子どもでは，「毎日食

べる」が 97％，「時々食べる」が 3％であった（図 2-1-2）。丸山ら調査 7) の子どもの朝食摂食頻度

に比べて，両 G ともに差違はみられなかった。これらの結果から，本研究の食育 G 母親の朝食摂

食頻度は，札幌市内の未就学児を育てる母親の平均値に比べて良好である一方，対照G母親の

朝食摂食頻度は平均的と考えられる。本研究の両 G 子どもの朝食摂食頻度は，札幌市内の保育

園児のそれと違いがみられず，ほぼ平均的と考えられる。本研究対照 G の母親と子どもの朝食摂

食頻度に，食育Gではみられなかった有意差が認められた結果も，丸山ら調査 7)と類似している。

母親が朝食を食べない理由として，「食欲がない」，「時間がない」が多くあげられており 7)，母親に

朝食の欠食が多くみられるのは，朝食の準備や出勤の支度等の忙しさから，子どもには朝食を食

べさせても自分は食べない状況が推察される。これに対し，食育Ｇ母親の朝食摂食頻度は高く，

良好な食生活状況と考えられ，食意識の高さがうかがえる。 

「昼食」と「夕食」では，「だれかと共食をしている」子どもが 100％であったが，朝食については 

「ひとりで食べる」子どものいる状況が示された。子どもの朝食における孤食が社会的問題 8)になっ

て久しいが，丸山ら調査 7) の保育園児において「朝食をひとりで食べる」子どもは 7％であり，食育

G子どもの前値8％(後値4％)，対照G子どもの前値5％(後値8％)の孤食率と同程度であった（図

2-1-3）。一方，保育園児を対象とした調査で，「朝孤食」の割合が 16％という大森らの報告 9)に比

べると，本研究対象子どもの「朝孤食」は低い割合である。朝食の孤食状況と心身の不調の間に

相関がみられ小学 5～6 年生と中学 2～3 年生を対象とした食習慣と健康状態，並びに保護者の

食意識についての実態調査で，「朝孤食」は「朝共食」に比べ「身体がだるい」，「目覚めが悪い」，

「イライラする」等の心身不調の割合が高かった 10)。「朝孤食」の背景には，生活リズムの乱れた児

童生徒の生活とともに，保護者の食意識が推察され，『孤食はさせない』と回答した保護者は，「朝

孤食」と回答した児童生徒の保護者で 37％に対して，「朝共食」と回答した児童生徒の保護者で

は 60％と高率であった。このように小中学生の食行動と保護者の食意識に強い相関関係がみら

れた 10) が，就学前児童ではさらに強く保護者の食意識が影響すると推察される。 

 

2-1-4-2  食生活における関心度の変化と食行動に気をつけている度合の改善 
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食生活に関連の深い12項目のなかで，食育Ｇ母親で関心度得点が高まり（表 2-1-2），関心度

の分布割合が高い方向に有意に変化した（図 2-1-4）のは，「食の安全性」，「栄養のバランス」，

「食品の栄養素」，「地産地消」の 4 項目であった。このうち，食育教室のテーマとしてとりあげたも

のは，「栄養のバランス」，「食品の栄養素」，「地産地消」の 3 項目であり(表 2-1-1)，「食育教室」

に参加することで母親の関心が高まった可能性が推察される。しかし，「食育教室」では，これら３

項目以外に「生活のリズム」，「運動不足」もとりあげたが，関心度の有意な変化は認められなかっ

た。従って，とりあげ方によって効果に違いの生じることが示唆される。参加者の生活に結びつい

た具体的なとりあげ方や保護者と同時に子どもにも働きかけた話題が効果的であったと考えられる。

また，食育教室のテーマとしてとりあげなかった「食の安全性」の関心度得点と関心の割合が，食

育Ｇ母親の後値で高まった（表 2-1-2・図 2-1-4）。 

「食の安全性」は「地産地消」とも関係し，地場産物は新鮮で美味しく栄養価も高く，ポストハー

ベスト等の心配もないことが「食の安全性」に繋がり，関心を高めた可能性が推測される。対照 G

母親の「運動不足」の関心度得点では，後値が前値に比べて有意に低下したのに対し，食育Ｇ母

親では低下しなかったことに食育教室 6 回目「子どもの健康づくりの実践」でとりあげた「運動不足

の弊害」の内容が関係した可能性が推察される。積雪寒冷地の札幌では，日照時間の変化も影

響して，秋から冬に向かう９～12月の季節に徐々に運動不足になりがちなのに対して，春に向かう

冬至以降の時期には運動量が自然に回復していく 11) ことが，「運動不足」関心度の変化に影響を

与えているかもしれない。本研究の 1回目調査は 9月で，2 回目調査は 3 月であったことから，季

節変動の影響が考えられる。 

「本研究でも，食育Ｇでは，「栄養のバランス」，「一緒に楽しく食べる」，「朝・昼・夕食のリズムを

大切にする」，「食事のマナーをまもる」で高得点が示され，厚生労働省乳幼児栄養調査 12) の結

果と類似した傾向にあった。」。前値に比べて，後値において，気をつけている度合得点が上昇し

（表 2-1-3），気をつけている度合分布の割合が頻度の高い方向に変化した（図 2-1-5）食行動は，

食育Ｇで「食事はゆっくりとよくかんで食べる」，「栄養のバランスを考えて食べる」，「食事のマナー

をまもる」の 3行動であった。このうち，食育教室のテーマとしてとりあげた行動は，「食事はゆっくり

とよくかんで食べる」，「栄養のバランスを考えて食べる」の 2 項目であり(表 2-1-1)，教室に参加す

ることで母親の気をつけている度合が高まった可能性が推察される。子どもを対象にした食育では，

野菜のぬりえ等で野菜について，クイズ形式でバランスの良い食事を毎回とりあげたことから，母

親が用意したバランスを考えた食事をうけいれやすくなった可能性や食事について親子の会話が

進んだ可能性が推察される。母親と子どもの両者に対する食育によって，食事についての会話が
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増えたとの報告がある 13) が，本研究でも類似した効果が表れた可能性が推察される。子どもの体

重や体力(立ち幅跳び)を測定したことが，食べ方の改善にも効果を示した可能性も推察される。し

かし，母親対象の食育教室では，これら 2項目以外に「朝・昼・夕三食必ず食べる」，「色の濃い野

菜を多く食べる」，「一緒に楽しく食べる」，「朝・昼・夕食のリズムを大切にする」についてもとりあげ

た(表 2-1-1)が，気をつけている度合得点の有意な変化は認められなかった，このことは子どもの

食育において，これらの項目についてはとりあげなかったことが影響していることも推察され，母親

と子どもの食意識と行動の関係は双方向性を持つ部分があると考えられる。また，食育教室のテ

ーマとしてとりあげなかった「食事のマナーをまもる」得点と気をつけている度合の割合が，食育Ｇ

母親の後値で前値に比べて高まった（表 2-1-3・図 2-1-5）。「食事のマナーをまもる」のテーマを

本食育教室ではとりあげてはいないが，本事項に対する関心は乳幼児の年齢があがるほど高くな

った 12）と報告されていることから，子どもの発達段階を考慮して 4～5歳児の母親にとっては関心

の高い事項と考えられる。さらに，「食事はゆっくりとよくかんで食べる」や「栄養のバランスを考えて

食べる」ことと「食事のマナーをまもる」ことには関連があり，関心が高まった可能性も推測されえる。

加えて，「食育」「食教育」という言葉からイメージすることとして，「食事のマナーを身につける」が

保育園の保護者から高率に回答されたという報告 14) があり，本研究の食育 G対象者も同様だっ

た可能性も示唆される。 

「家族の食事と健康に関する調査」15) によると，130名の母親が食事の支度で子どものために心

がけていることとして，高率の回答は「朝食をきちんと食べさせるようにしている」の 75％，次いで

「野菜を充分に食べさせるようにしている」59％，「規則正しい時間に食事」58％，「旬の食材や季

節の食材を取り入れる」55％，「栄養のバランスが偏らない」55％と報告されている。この調査結果

は，対象の母親が子どもの健康に配慮した食事づくりをしていることを示すものであるが，本研究

の両 G 母親はもっと高い配慮をしている可能性がある。「栄養のバランスが偏らない」に対して

55％が心がけている 30)のに比べ，本研究では「栄養のバランス」に対して，「とても関心がある」と

「やや関心がある」を加算すると，食育 G 母親の前値では 92％，後値では 100％になる。対照 G

母親の前値では86％，後値では84％と，非常に高い関心が示唆される結果である（図2-1-4）。ま

た，「栄養のバランスを考えて食べる」では，「いつも気をつけている」と「時々気をつけている」を加

算すると，食育G母親の前値と後値で 96％，対照G母親の前値では 85％，後値では 87％と，良

く気をつけていることが示唆される（図 2-1-5）。本研究と「家族の食事と健康に関する調査」15) の

方法は同一ではないが，本研究の食育 G と対照 G の両母親は，多数の園児の保護者の中で研

究協力者として申し出た人たちであり，子どもの食生活に関心の高い母親であることを反映してい
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る可能性が推測された。前値において食育Ｇは対照Gより，「気をつけている度合得点」の高い二

つの食行動（「ジュース等を飲みすぎない」，「一緒に楽しく食べる」）があった(表 2-1-3)ことから，

食育Ｇは，対照G母親よりも参加した時点で食意識が高いと考えられる。保育園の3～5歳児の保

護者 100 名を対象にした調査 17) から，「朝食を食べる」ことを重視する保護者は，「色の濃い野菜

を多く食べる」「多様な食品を組み合わせる」「調理方法が偏らないようにしている」「菓子・スナック

菓子を食べすぎない」という健康的な食行動を行っており，食意識と実際の食行動の間に有意な

相関がみられたと報告されている。同様に，母親の食意識や食行動が幼児の食生活に大きな影

響を与えることを示す調査研究が報告されている 18) 19)。上述した諸研究からも，子どもの食生活は

家庭の食事環境による影響を強く受けることが明らかである。 

本研究結果は，母親と子どもに対する継続した食育活動によって，食生活関連の複数の事項

に対する母親の関心を高め，母親と子どもの食行動の見直しと気をつける度合の高まりを通して

改善に繋がる可能性を示し，食育効果を確認させるものである。同様の変化は食育教室に参加し

なかった対照 Gの母親ではみられなかったことから，継続食育教室の効果と結論づけられよう。 

 

2-1-4-3  就学前の子どもを育てる母親に対する食育の道筋 

平成 22 年，札幌市の就学前 4～5 歳児の 90％以上が幼稚園や保育園に通園しており 16)，就

学前児童の食事の支度に 90％以上の母親が関わっている 17)ことや子どもの共食者として母親が

70％以上と高率である 6) ことなどがあいまって，子どもの食行動には母親の食意識や食行動の影

響が極めて大きいと考えられる 14) 15)。就学前児童を育てる母親の 60～80％はもっと十分な食育を

うけたいと望んでいるが，受講する時間の確保等困難も多いことが明らかになっている 21) 22) 23)。こ

のような現状を考慮すると，母親を対象とした食育活動を幼稚園・保育園の場を活用して実施する

ことは効率的な方法と考えられる。多くの母親が園児の送迎のために園に出入りしており，園は園

児に対する食育を実施（または実施を準備）しているからである。本研究の食育教室は，協力園の

厚意で園の一部を借りて，4～5 歳園児の母親を対象に毎回テーマを決めて 6 回開催した。開催

時間は1回60分と長くはなかったが，評価できる効果が母親の食意識や母親と子どもの食行動に

認められた(表 2-1-2，表 2-1-3，図 2-1-4，図 2-1-5)。食意識・食行動を改善していくためには 1

回 60 分でも，母親と接することのできる園の場を活用して，食育教室を継続したことが有効であっ

た。幼稚園や保育園で園児を対象に実施している食育活動によって，親子の食に関する会話や

子どもが家庭で食事づくりに関わる機会が増えたと報告されている 13) ように，園児の食育には，

園と家庭の連携が不可欠である。母親対象の食育教室開催には，時間がない，場所がない，人
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材不足等の課題が考えられるが，食育基本法成立以降の現状況においては完全でなくても始め，

継続することが重要であることを示唆する本研究結果であった。食育教室ができない場合でも，

「食育だより」等の媒体を通じた園からの情報発信と提供も効果があると推察される。食育教室や

食育だよりが，どのようなプログラムで情報発信・情報提供をするのかが重要と考えられる。堀田ら

の介入研究 24) 25）では，情報提供のツールとして「食育だより」の定期的発行 (6 ヶ月間に 10～12

回) が有効であった。食情報提供と食行動変容を意図した「食育だより」は，幼稚園児と育児担当

者の関心を高め，食意識の高まりを実践に繋げることができたと報告されている。 

本研究からも，月 1 回 60 分の食育教室を 6 ヶ月間継続した結果，子どもの健康な発達の観点

からプログラムに取り上げた課題に食育Ｇ母親の関心が高まり，関連する食行動に気をつけること

で母親と子どもの食行動改善が進むことが認められた。その際，子どもに対して行った食育遊び

の課題は，親子の対話を通して母親の意識と行動に影響した可能性が推察された。未就学児を

育てる母親に対して子どもの健康な発達に有用な食育を，園と協力・連携して進める道筋の一端

を本研究で明らかにでき，本研究の第二の研究目的に対応する知見とすることができた。子ども

の健康な発達と食を営む力を育むプログラムについて様々な工夫が行われている 24）25) 26)が，未就

学児を育てる母親に対してさらに効果的なプログラムを検証していくことが次の研究課題と考えら

れる。 

 

2-1-4-4  本研究における限界 

  本研究対象者は，「協力園」を通じて応募した 4～5 歳児を育てる母親であり，食育Ｇが 24 名，

対照Ｇ38 名と多くない。本対象者から得られた本研究結果が，4～5 歳児を育てる母親全体を代

表すると結論づけることは難しい。今後，「協力園」を増やす中で協力者の母親数を増やして食育

教室を行うことや，「協力園」と連携して無作為化比較対照試験等の一層信頼性の高い研究方法

を検討することが必要と考える。 

 

2-1-5  まとめ 

幼児期の食習慣は生涯にわたる人間形成の基礎であり，これに対して子どもと生活を共にする

母親の意識や生活習慣が大きく影響する。母親に対して食に関する正しい知識と改善の方法を

提供する食育は，子どもの食事や食環境を改善することに繋がると期待される。 

本研究では，札幌市内の幼稚園または保育園に通園する就学前 4～5 歳児の母親 24 名を対

象として，食育教室を実施した(食育Ｇ)。食育教室ではプログラムに沿った働きかけを，月 1 回 60
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分，計 6回 6 ヶ月間にわたって行った。食育Ｇ子どもにも母親の教室と同じ時間，食事と身体に関

心を育てる食育教室(遊び)を行った。母親に対するアンケートによって食に対する関心と食行動

の変化を調査し，「食生活における関心度得点とその割合」並びに「食行動に気をつけている度

合得点とその割合」の前値，後値について解析した。食育教室に参加しない対照Ｇ38 名に同じア

ンケート調査を行って，その変化を食育Ｇと比較した。 

本研究結果から，食育Ｇ母親の関心度得点が高まった項目は，12 項目中「食品の安全性」，

「栄養のバランス」，「食品に含まれる栄養素」，「地産地消」の 4項目であった。対照Ｇでは，「運動

不足」に対する関心度得点が低下した。食育Ｇの母親と子どもの食行動に気をつけている度合得

点の改善では，15 食行動項目中「食事はゆっくりとよくかんで食べる」，「栄養のバランスを考えて

食べる」，「食事のマナーをまもる」で改善がみられた。対照Ｇでは変化がなかった。 

月 1 回 60 分の母親対象食育教室と子ども対象の食と身体遊びを 6 ヶ月間継続した結果，子ど

もの健康な発達の観点からプログラムに取り上げた課題中の複数事項に食育Ｇ母親の関心が高

まり，母親と子どもの食行動においても改善が認められた。対照Ｇの母親では変化がみられなかっ

たことから，60 分であっても継続する母親と子どもに対する働きかけは有効であったと結論づけら

れる。この際，園の協力を得られたことで食育教室の運営，母親に対する調査がスムースに行わ

れ，食育効果が良好に現れたと推察される。本研究で明らかになった，園との協力・連携による未

就学児を育てる母親を対象とした食育（教室）開催の道筋について考察した。  
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            図 2-1-1.  朝食を摂る頻度の割合とその変化（母親） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食育教室参加グループ（食育 G): (n=24)，対照グループ(対照 G): (n=38)。 

前：第 1回目調査，後：第 2回目調査。  
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             図 2-1-2.  朝食を摂る頻度の割合とその変化（子ども） 

              

食育教室参加グループ（食育 G): (n=24)，対照グループ(対照 G): (n=38)。 

前：第 1回目調査，後：第 2回目調査。  
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           図 2-1-3.  子どもの食事における共食状況とその変化 
 

食育教室参加グループ（食育 G): (n=24)，対照グループ(対照 G): (n=38)。 

複数回答あり。前：第 1回目調査，後：第 2回目調査。  
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図 2-1-4，食生活に関連の深い事項に対する関心度割合とその変化 (母親） 

 

食育教室参加グループ (食育 G): (n=24)，対照グループ (対照 G): (n=38)。  

前: 第 1 回目調査，後: 第 2 回目調査。 マクニマー拡張検定によった (前値 vs 

後値)。 ns: 有意差なし。 
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図 2-1-4. 食生活に関連の深い事項に対する関心度割合とその変化 (母親） 

 

食育教室参加グループ (食育 G): (n=24)、対照グループ (対照 G): (n=38)。 

 前: 第 1 回目調査、後: 第 2 回目調査。 マクニマー拡張検定によった (前値 vs 後値)。 

ns: 有意差なし。 
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   図 2-1-5.   食行動で気をつけている度合割合とその変化（母親と子ども） 

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-1-5.  食行動で気をつけている度合割合とその変化（母親と子ども） 

 

 

 

 

食育教室参加グループ (食育 G): (n=24)，対照グループ (対照 G): (n=38)。 前: 第 1回目調

査，後: 第 2 回目調査。 マクニマー拡張検定によった (前値 vs 後値)。 ns: 有意差なし。よく

かむ: 食事はゆっくりとよくかんで食べる。栄養バランス: 栄養のバランスを考えて食べる。食事

のマナー: 食事のマナーをまもる。 

 

た
い
た
い 

61

63

58

53

21

16

71

58

75

54

17

13

29

37

29

32

16

29

25

33

21

42

50

38

11

13

16

37

29

4

8

4

4

25

29

18

24

8

21

8

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

後

前

後

前

後

前

後

前

後

前

後

前

食
事
の
マ
ナ
ー

栄
養
の
バ
ラ
ン
ス

よ
く
か
む

食
事
の
マ
ナ
ー

栄
養
の
バ
ラ
ン
ス

よ
く
か
む

　いつも気をつけている 　時々気をつけている どちらともいえない
　あまり気をつけていない 気をつけていない

p<0.05

p<0.05

p<0.05

ns

ns

ns

食
育
教
室
参
加
グ
ル
ー

プ

対
照
グ
ル
ー

プ



 

 

 
25 

   

引用文献 

                           

1) 札幌市産業振興部経済企画課：札幌市産業の現状分析資料集（平成 21 年 12 月）（2010） 

2) 古谷野亘： 測定値の水準による分析方法の制約，東京大学医学部保健社会学教室編 「保

健・医療・看護調査ハンドブック」 (東京大学出版会)，56 頁 (1998) 

3) 出村慎一： マクニマーの拡張検定，健康・スポーツ科学のための研究方法 -研究計画の立 

て方とデータ処理方法 – (杏林書院)， 208-212 頁 (2007) 

4） 出村慎一： 有意差を検出するしくみ，健康・スポーツ科学のための研究方法 -研究計画の 

立て方とデータ処理方法- (杏林書院)，121-122 頁 (2007) 

5) 繁桝算男，大森拓哉，橋本貴充： 心理統計学－データ解析の基礎を学ぶ (培風館)， 77-87 

頁 (2008) 

6) 柳井久江： 4stepsエクセル統計 Statcel2 (オーエムエス出版)，1-270 頁 （2010） 

7) 丸山知子（代表）：乳幼児をもつ女性の食生活を主軸として健康・子育て支援に関する看護枠 

組みの構築，平成 17年度～平成 18年度科学研究費補助金（萌芽研究）， １-23頁 （2007） 

8) 足立巳幸，NHK「おはよう広場」班：なぜひとりで食べるの：食生活が子どもを変える (日本放

送出版協会)，1-214 頁 （1983） 

9) 大森玲子， 山崎久子， 飯田有美， 岩原祐子， 永山ケヱ子：保育園児の食生活等に関する 

実態調査，宇都宮大学教育学部 教育実践総合センター紀要，30 巻， 361-368 頁（2007） 

10) 竹原小菊，純浦めぐみ，福司山エツ子，児玉むつみ，佐藤昭人：児童生徒の食習慣と健康状

態の実態調査 : 「朝孤食」と「朝共食」の比較．鹿児島女子短期大学紀要，44 巻，7-26 頁 

（2009） 

11) 森谷絜，本間行彦：北国の身体活動，北国の健康科学 (学術図書出版社)，16-30 頁 

（2009）   

12) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課：平成 17 年度乳幼児栄養調査結果の概要，

1‐21 頁 http://www.mhlw.go.jp/houdou/2006/06/h0629-1.html (2006)  

13） 白木まさ子，杉山鮎美，山瀬寿子：保育園における食育の効果と保護者の食意識・食行動と

の関連，浜松大学健康プロデュース雑誌， 4 巻，1 号，1-10 頁 （2010）  

14) 阿部律子，白土美穂，坂東真由美，山本幸子，水津久美子：山口市保育園保護者を対象と

した子どもの食生活に関する意識や悩みの実態とその解決への支援，山口県立大学生活科

http://www.bk1.jp/books/authorSearchResult/?authorKana=%E3%82%B7%E3%82%B2%E3%83%9E%E3%82%B9+%E3%82%AB%E3%82%BA%E3%82%AA&adultFlg=0&authorId=110000482670000&author=%E7%B9%81%E6%A1%9D+%E7%AE%97%E7%94%B7
http://www.bk1.jp/books/authorSearchResult/?authorKana=%E3%82%AA%E3%82%AA%E3%83%A2%E3%83%AA+%E3%82%BF%E3%82%AF%E3%83%A4&adultFlg=0&authorId=110005278750000&author=%E5%A4%A7%E6%A3%AE+%E6%8B%93%E5%93%89
http://www.bk1.jp/books/authorSearchResult/?authorKana=%E3%83%8F%E3%82%B7%E3%83%A2%E3%83%88+%E3%82%BF%E3%82%AB%E3%83%9F%E3%83%84&adultFlg=0&authorId=110005278770000&author=%E6%A9%8B%E6%9C%AC+%E8%B2%B4%E5%85%85


 

 

 
26 

学部研究報告，第 26 巻，1-4 頁 （2000） 

15) マインドシェア社: 「家族の食事と健康に関する調査」，食生活データ総合統計年報 2010年

版 (三冬社)，298 頁 (2010) 

16)  札幌市市長政策室政策企画部：さっぽろ総計情報 （平成 22 年 3月 1 日）(2011) 

17） 吉田和子，板倉洋子：保育園児の食行動と保護者の食意識，食態度との関係. つくば国際

短期大学紀要，38 巻，72-76 頁 （2010） 

18） 綾部園子，小西史子，大塚恵美子：朝食から見た幼児の食生活と保護者の食事意識，栄養

学雑誌，第 63巻，第 5号，273-283 頁（2005） 

19) 名村靖子，東根裕子，奥田豊子：保護者の食意識が幼稚園児の食生活，食関心に及ぼす影

響，大阪教育大学紀要 (第Ⅱ部門)，2 巻，27-36 頁 (2009) 

20) 札幌市市長政策室政策企画部：さっぽろ総計情報 （平成 22 年 3月 1 日）(2011) 

21) 近藤みゆき，日比野久美子，三田弘子，宮澤節子：幼稚園児の食生活調査，名古屋文理大

学紀要，第 11号，137-143 頁（2011） 

22)  ベネッセ教育情報サイト教育ニュース：http://benesse.jp/blog/20080724/p2.html 

23) 石見百恵，平島円，石野左記子，下岡里英：幼児の食生活調査，岐阜市立女子短期大学研

究紀要 第 56 輯， 39-42 頁 (2007) 

24） 堀田千津子，木村友子，内藤通孝：幼稚園児と育児担当者に対する「食育だより」を活用し

た食育の効果，日本食育学会誌，第 3巻，第 4号， 335-345 頁 （2009） 

25) 堀田千津子，高田晴子，木村友子，内藤通孝：幼稚園児と母親に対する食育プログラム実施

の効果，日本食育学会誌， 第 2 巻，第 4号，141-148 頁 （2008） 

26） 槌本浩司，森谷絜，荒川義人，茎津智子，菅原千鶴子，清水やよい，梅澤敦子，関谷千尋： 

地域に在住する小学生を対象とした「天使 21 世紀子どもの食育教室」の効果，天使大学紀

要，11 巻，1-10 頁 （2011） 

 

 

 

 

 

 

 

http://benesse.jp/blog/20080724/p2.html


 

 

 
27 

 

2-2  実証研究 ２ 

「就学前の子どもを育てる保護者に効果的な継続食育のあり方に関する幼稚園，保育園の現状」 

   

2-2-1 目的 

札幌市の幼稚園と保育園には，就学前4-5歳児の90％以上が通園することから，ここでの園児

とその母親に対する食育活動は重要である。本学位論文研究の二つ目の目的である，就学前の

子どもが健康に発育しつつ食を営む力を身につけていける食育の道筋を，子どもと母親の両者を

支援する幼稚園並びに保育園と協同で取り組む可能性を追求するため，アンケート調査を行い，

園児，保護者に対する計画的，継続的な食育の実践状況と地域等との連携状況を明らかにし，そ

の中から子どもと保護者に対する継続的な食育活動を両園と協同で推進・発展させる方向と道筋

を考察する。 

 

2-2-2 方法 

2-2-2-1 対象： 札幌市内の私立幼稚園 133 園，認可保育園 205 園に対し，「就学前の子どもを

育てる保護者に効果的な継続食育のあり方」に関するアンケート用紙を，配布，回収ともに郵送に

より実施した。実施（回収）率は，私立幼稚園71園（53.4 ％），認可保育園115園（56.1％）で半数

以上の施設から回答があった。以下私立幼稚園を「幼稚園」，認可保育園を「保育園」という(資料

5,6)。 

 

2-2-2-2 調査時期と実施方法： 2011 年 12 月に郵送法で実施した。 

 

2-2-2-3 アンケート調査の内容 

1) 「就学前の子どもを育てる保護者に効果的な継続食育のあり方に関する調査」の内容： 調査

用紙は，以下の 2大項目から構成された。 

(1) 園児が健康的な食習慣を身につけるための働きかけについて： ①園の「食育の年間計画」

を作成について質問し，「作成して，持っている」，「作成準備中」，「作成はしていないが，必要性

を認識している」，「作成を検討していない」の 4 項目について尋ね，作成していない理由につい

ても質問した。②園児に対して，食育に関する働きかけを実施しているか否かについて質問した。

③園児に対する食育の働きかけの内容について尋ねた。 
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(2) 保護者に対する園児と家族の食育に有用と考えられる働きかけについて： ①「保護者に対す

る食育」の実施の有無について質問した。実施している場合はその内容についても尋ねた。③園

が園児や保護者に対する食育を推進・継続する上で必要と考えているか否かを，「勤務時間のゆ

とり」，「担当する人材」，「職員の共通認識」，「栄養系大学との連携」，「農業者など地域との連

携」の 5項目について質問した。 

 

2-2-2-4 集計には，IBM SPSS statistics 19 を使用した。 

 

2-2-3 結果 

2-2-3-1 食育の年間計画の有無 

園児が健康的な食習慣を身につけるための働きかけについて: 「食育の年間計画を持ってい

るか否か」の回答において，幼稚園で「作成し持っている」13 園（18％），「準備中」2 園（3％），「必

要性は認識している」29 園（41％），「作成は検討していない」27 園（38％）であった。保育園では

「作成し持っている」107園（94％），「準備中」3園（3％），「必要性は認識している」2園（2％），「作

成は検討していない」2 園（2％）であった (図 2-2-１)。 

 

2-2-3-2  園児に対する食育の働きかけについて 

「園児に対する食育の働きかけの有無」においては，幼稚園では「働きかけをしている」90％，

「働きかけをしていない」10％，保育園では「働きかけをしている」99％，「働きかけをしていない」

1％であった。働きかけをしている内容（複数回答）の実施率を幼稚園と保育園毎に図 2-2-2 に示

した。実施率の高い順に5位まで並べると，幼稚園の1位「マナーに関する意識付け」100％，2位

「言葉かけや使用食器など食環境に関する配慮」96％，3位「飼育，野菜栽培体験」，「配膳，片付

けに関わる体験」94％，4 位「バランスのとれた食事を味わい，食事量を調節する体験」72％，5 位

「調理体験（3～5 歳児）」69％であった。保育園では，1 位「言葉かけや使用食器など食環境に関

する配慮」，「マナーに関する意識付け」100％，2 位「飼育，野菜栽培体験」97％，3 位「配膳，片

付けに関わる体験」96％，4位「調理体験（3～5歳児）」95％，5位「バランスのとれた食事を味わい，

食事量を調節する体験」88％であった。 

 

2-2-3-3  保護者に対する食育の働きかけについて 

「保護者に対する食育の働きかけの有無」においては，幼稚園では「保護者への働きかけをし
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ている」80％，「働きかけをしていない」20％であった。保育園では「保護者への働きかけをしてい

る」100％，「していない」0％であった。保護者に対する働きかけとして，行っている内容（複数回

答）の実施率を，幼稚園と保育園毎に図2-2-3に示した。幼稚園で実施率の高い順に並べると，1

位「給食試食会」49％，2 位「給食（健康）だよりの配布」45％，3 位「給食献立の展示」28％，4 位

「幼稚園の行事への参加」20％，5 位「園内でのポスター等の展示」19％であった。一方，保育園

で実施率の高い内容では，1 位「給食献立の展示」，「給食（健康）だよりの配布」97％，2 位「園内

でのポスター等の展示」69％，3 位「個別の連絡帳への記載」51％，4 位「保育園の行事への参

加」48％，5 位「給食試食会」34％ であった。 

 

2-2-3-4  園児や保護者に対する食育の推進・継続をするために必要な事項 

「園児や保護者に対する食育の推進・継続をする上で必要か否か」における「必要」「どちらとも

いえない」「必要ない」の回答割合を，図 2-2-4 として示す。幼稚園の「勤務時間のゆとり」におい

ては，「必要」49％，「どちらともいえない」37％，「必要ない」14％であった。「担当する人材」にお

いては，「必要」59％，「どちらともいえない」31％，「必要ない」10％，「職員の共通認識」では，

93％，6％，1％，「栄養系大学との連携」では，24％，61％，14％，「農業者など地域との連携」で

は，43％，49％，9％であった。保育園の「勤務時間のゆとり」においては，「必要」68％，「どちらと

もいえない」24％，「必要ない」9％，「担当する人材」では，68％，27％，4％，「職員の共通認識」

では 98％，2％，0％，「栄養系大学との連携」：26％，65％，8％，「農業者など地域との連携」：

53％，47％，0％であった。 

 

2-2-4 考察 

「食育の年間計画」を作成すると，食育の目的，目標が明確になり，効率的な実施，実施後の

反省，評価も容易となり新たな年間計画作りにつながるため，作成は重要と考えられる。この年間

計画を作成している幼稚園が 18％であったのに対して，保育園では 94％であった（図 2-2-1）。こ

の違いは，保育園においては毎日給食が実施され，離乳食の実施，間食の提供など，日々の保

育実践（活動）の中に「食行動」が密接に組み込まれていることと関係すると推察される。認可保育

所においては「児童福祉施設最低基準」1) により食事，給食設備，職員が規定されているなど，

保育計画を作成する上からも食育を進める環境が整っていると考えられる。一方，幼稚園は毎日

給食が実施されているわけではなく，「学校教育法」2) には幼児を保育し，適当な環境を与えてそ

の心身の発達を助長することとあり，「食」に接する場面が少ないからと考えられる。しかし，幼稚園
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でも，食育の年間計画を「作成している」，「準備中」，「必要性を認識している」を合わせると 62％

となり，今後の食育の年間計画作成が期待できると考える。 

園児に対する食育の働きかけにおいて，幼稚園では「実施している」90％であり，食育の年間計

画を作成していない幼稚園においても，実際には何らかの働きかけをしていることが明らかになっ

た（図 2-2-2）。保育園では 99%園児に対し食育の働きかけをしており，幼稚園，保育園ともに食育

の必要性，重要性が認識されていると考えられる。 

「子どもに対する働きかけ」の内容毎の実施率をみると，日ごろから園内で食事を通して行える

食事のマナーが幼稚園 1位，保育園 2位を占めた。このことは，園内での食事を通して行えること

や食事行動は毎日行われるため保護者と連携をしやすいこと等からと考えられる。今後は「地域

の伝統的な食事に関わる体験」や「地域の人との会食に関わる体験」などいろいろな体験を通した

働きかけの中で，さらに食育の可能性が拡がると考えられる。 

子どもの食事の改善のために保護者に対する食育が重要と考えられることから，「保護者に対

する食育の働きかけ」について調査した結果，「保護者への働きかけをしている」幼稚園は80%，保

育園は 100％であり，高い割合で幼稚園，保育園ともに保護者に対する働きかけをしていることが

明らかになった。内容についてみると，幼稚園と保育園に違いがあるが，それぞれの施設で実施

できるところから始めることが大切であり，できることを増やしていくことが重要である。保育園では，

「給食(健康)便りの配布」「給食献立の展示」などが高い割合で実施されているが，「継続した食育

教室」の実施は 4％と極めて少なかった。幼稚園においても，「継続した食育教室」の実施は 3％と

少なかった（図 2-2-3）。 

幼稚園と保育園で，園児や保護者に対する食育の推進・継続のために必要性が最も高く認識

されていた事項は，「職員の共通理解」であった。「担当する人材」，「勤務時間のゆとり」，「農業者

など地域との連携」でも必要性の認識が高かった（図 2-2-4）。「栄養系大学との連携」については，

必要という回答は 23％と 24％であったが，「どちらともいえない」を合わせると，幼稚園で 85％，保

育園で 92％にのぼり，食育の推進，継続のために，栄養系大学との連携について拒否的でない

ことがうかがえた。幼稚園と保育園では，「農業者など地域との連携」に比べても「栄養系大学との

連携」の経験が少なく，イメージし難い状況にあると推察されるため，今後の連携を開発できる可

能性があると考える。 

 

2-2-5  まとめ 

 札幌市の幼稚園と保育園には，就学前 4-5 歳児の 90％以上が在籍することから，ここでの園児
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とその母親に対する食育活動は重要である。本調査から，食育の年間計画が 18％の幼稚園と

94％の保育園で作成されていることが明らかになった。一方，園児や保護者に対する食育の働き

かけは，食育の年間計画を持っていない園をふくめて多くの幼稚園と保育園で行われていた。し

かし，保護者に対する継続した食育教室の実施経験は，幼稚園 3％，保育園 4％と極めて少なか

った。就学前の子どもを育てる母親に対する食育の道筋として，子どもの食を営む力を育てるため

には母親に対する継続した食育教室の効果が大きい 3) ことから，「継続した食育教室」を幼稚園と

保育園と協力して推進していく可能性の追求が重要と考えられる。 
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図 2-2-1.   幼稚園と保育園における食育年間計画の作成状況 
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                   第 3 章 総合考察  

 

近年，社会環境や大人の生活習慣の変化に伴い，子どもの食を巡る環境は激変し，朝食欠食

率の増加や家族揃って食事をとる頻度の減少などが問題視されている 1） 2） 3）。その結果，栄養の

偏りや生活リズムの乱れ等が生じ，子どもの心と身体に様々な健康問題があらわれている 4） 5）。子

どもの食環境の変化を背景とした食生活の乱れを解決していくために，子どもと生活を共にしてい

る保護者，中でも母親の食生活についての意識や生活習慣が重要と考えられる。保育園児の家

庭における食事の支度に，母親の90％以上が関わっている 6) ことからも，母親の食事についての

意識や行動を変えていくことは，子どもの食生活をよくすることに繋がると期待される。その場合，

単回実施される食育だけではなく，継続した食育が必要と考えられる。食生活・食行動は，喫煙・

運動等の他の健康行動に比べて構成要素が多く複雑なため，その改善には支援が必要で時間

がかかる 7) 8) と考えられるからである。  

国民が生涯にわたって健全な心身を培い，豊かな人間性を育むための食育を推進するため，

平成 17 年に「食育基本法」9） が策定され，「子どもの食育における保護者，教育関係者の役割」，

並びに「家庭における食育の推進」が明記された。平成 18 年には「食育推進基本計画」10） が作ら

れ，「家庭・学校・保育所等における食育の推進」が明記された。このように，子どもの食育に対する

保護者や学校（幼稚園を含む），保育所等の関わりが重視されている。 

幼稚園教育要領（平成20年版）11）によると，幼稚園における食育の目標として，健康領域では，

「健康な心と体を育て，自ら健康で安全な生活をつくり出す力を養う」とされており，先生や友達と食
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べることを楽しみながら，健康な心と体を育てるために食育を通じた望ましい食習慣の形成が大切

である。保育所(園)における食育は，保育所保育指針（平成 20年版）12）において，健康な生活の基

本として「食を営む力」の育成が重要とされ，その基礎を培うことを目標として取り組まれている。 

平成 22 年度，札幌市の就学前 4～5 歳児の 68％は幼稚園に，27％は保育園に通園しており，

在家庭は残り 6％と少ないことが報告されている。子どもに対する食育は家庭が主体となるべきとい

う意見が多い 13) 14) 15)が，母親は時間がない，知識がない，教え方がわからない等，実践面での不安

や困難を感じていることがうかがえる 15）。90％以上の就学前児童が通園する幼稚園・保育園は，母

親に接することのできる機会を有していると同時に，食育の実践を展開できる場として活用できる可

能性を有する。これらの園と連携して，子どもと母親に対する継続した食育を進めることで効果をあ

げることが期待されるが，そのような試みは十分に行われていないため，研究（実践）報告は多くな

い。 

そこで研究の目的を実証研究 1 として，就学前の 4～5歳児並びにかれらを育てる母親を対象に，

月 1回 60 分で 6 ヶ月間継続した「食育教室」および「子どもと保護者の食事と生活習慣に関する調

査」を行うことによって，母親の食生活に対する関心の高まりと母親と子ども両者の食行動改善の進

展を検討した。実証研究 2 において，就学前の子どもが健康に発育しつつ食を営む力を身につけ

ていける食育の道筋を，母親と子どもの両者の生活を支援するとともに，90％以上の4～5歳児が通

園する幼稚園並びに保育園と協同で取り組める可能性をアンケート調査結果から考察した。 

実証研究 1 では，札幌市内の幼稚園または保育園に通園する就学前 4～5 歳児の母親 24 名

を対象として，食育教室を実施した(食育Ｇ)。食育教室ではプログラムに沿った働きかけを，月 1

回 60 分，計 6 回 6 ヶ月間にわたって行った。食育Ｇ子どもにも母親の教室と同じ時間，食事と身

体に関心を育てる食育教室(遊び)を行った。母親に対するアンケートによって食に対する関心と

食行動の変化を調査し，「食生活における関心度得点とその割合」並びに「食行動に気をつけて

いる度合得点とその割合」の前値，後値について解析した。食育教室に参加しない対照グループ

（対照Ｇ）38名に同じアンケート調査を行って，その変化を食育Ｇと比較した。本研究結果から，食

育Ｇ母親の関心度得点が高まった項目は，12項目中「食品の安全性」，「栄養のバランス」，「食品

に含まれる栄養素」，「地産地消」の 4 項目であった。対照Ｇでは，「運動不足」に対する関心度得

点が低下した。食育Ｇの母親と子どもの食行動に気をつけている度合得点の改善では，15 食行

動項目中「食事はゆっくりとよくかんで食べる」，「栄養のバランスを考えて食べる」，「食事のマナ
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ーをまもる」で改善がみられた。対照Ｇでは変化がなかった。月 1 回 60 分の母親対象食育教室と

子ども対象の食と身体遊びを 6 ヶ月間継続した結果，子どもの健康な発達の観点からプログラム

に取り上げた課題中の複数事項に食育Ｇ母親の関心が高まり，母親と子どもの食行動においても

改善が認められた。対照Ｇの母親では変化がみられなかったことから，60 分であっても継続する

母親と子どもに対する働きかけは有効であったと結論づけられる。この際，園の協力を得られたこ

とで食育教室の運営，母親に対する調査がスムースに行われ，食育効果が良好に現れたと推察

される。本研究で明らかになった，園との協力・連携による未就学児を育てる母親を対象とした食

育（教室）開催の道筋について考察した。  

  実証研究2の幼稚園，保育園を対象とした調査結果から，「食育の年間計画」は94％の保育園

と幼稚園の 18％で作成されていた。しかし，年間計画を作成していない園においても，園児や保

護者に対する食育の働きかけをしていることが明らかになった。就学前の子どもを育てる母親に対

する食育の道筋として，子どもの食を営む力を育てるためには，継続的な食育教室や食育活動を

推進していくことが必要と考えられる。しかし，幼稚園，保育園の現状においては，継続した食育

活動は非常に少なかったが，今後，幼稚園，保育園の諸活動に中で，機会を探し開発することで

栄養系大学を含む地域の人たちが園と連携して，子どもと保護者に継続的な食育を行っていける

可能性（園の準備状態）を確認することができたと考える。 

実証研究 1から，月１回 60分の食育教室であっても継続する母親と子どもに対する働きかけは

有効であった。この際，園の協力を得られたことで食育教室の運営，母親に対する調査がスムー

スに行われ，食育効果が良好に現れたと考えられる。札幌市内の 4～5歳児の 94％は幼稚園，保

育園に通園しており，この時期をとらえて食育を進めることは効果があると考える。また，本研究で

明らかになった，園との協力・連携して未就学児を育てる母親を対象とした食育（教室）開催の必

要性と園における効果的な食育を進めるには，年間計画の作成と職員の共通理解を図ることはも

とより，子どもの食を営む力を育てるためには継続食育教室を推進していくことが必要である。その

活動のために，幼稚園，保育園の諸機会を見つけて地域資源を活用した継続的な食育を行うこと

に対して園が前向きであることが明らかになったことから，今後の実践的（研究）活動の可能性が

拡がった本研究の意義は大きいと考える。 
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